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とは、非常にシンプルであり そのオペレーションにおいて、人権を尊重する 人々の権利を侵害しないという最低限を明記したものである。日本企業には昔から「三方よし」 という考え方がある。 「売り手よし、 買い手よし、 世間よし」といわれるが 現代においては、かつては考えられて なかった世間の広がりが、日本国内だけでなく、海外に広がっている。直接的な取引先 みでなく 様々 関係性が広がってきている。指導原則は、企業に制約をかけるというよりは、人権を尊重するオペレーションを推進してい ことにより、企業にとってレベル ・ プレイング ・フィールド 醸成するという原則である。●人権を保護する国家の義務　
最も重要なのは、政府が企業に
対して「 権尊重が重要である」というメッセージ 発することである。日本政府は、企業に対して人権尊重を期待するというメッセージをまだ明確に表明していないし、それがみえていない状況にあ
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? ??????????●国連指導原則とは何か　
数ある国際機関から毎年出され
る文書の中で、ビジネス 人権に関する国連指導原則というものがなぜ特別なのか、その理由に次の三点が挙げられる。第一に、多くの関係者によ 合意形成によって作られた文書であ 点である。ジ
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サプライチェーンにおけるデュー・ディリジ ンスの手続を実施するように、 「国が企業に対し自発的なデュー・ディリジェンスが可能になるように奨励しよう」と明記されている。Ｇ７はもちろん日本もメンバーであり 責任あるサプライチェーンは、グローバルビジネスのキーワードになっている。　
二○一五年度ジェトロ海外ビジ
ネス調査において、日本国内の大企業六三八社、中小企業二三六七社、合わせて三○○五社からサプライチェーンの関係性について回答を得た。アンケートの結果では、「貴社は、取引（調達）先の工場や職場の労働・安全衛生・環境への取り組みに関する方針を有し、取引先にその準拠 求めているか」という質問に対し、方針を有し、かつ取引先に準拠 求るのは全体の二一％である。大企業では四〇％、中小企業では一六％であ 。大企業 中小企業の照性が浮かび上がる。
　
方針を有し、準拠を求めている
と回答した企業に対して、 「どこの取引先に対してそれを求めているか」 いう質問には、八割以上が国内 調達 準拠を求めている。海外の取引先に準拠を求めているというのも、大企業では四割、中小企業で三割ある。さらに、大企業で二五％、中小企業で一八％が「調達先にその企業 調達も準拠させるよう求めている」と回答している。　
逆に、顧客方針への準拠という





会社に対して、部品供給の会社は複数あるため、求めるよりも求められるほうが多くなるのは自明前提として が、 大企業では 「めている」のが二五二社に対し、「求められたことがある」と答えたのは三五○社である。中小企業では、 「求めている」のは三七九社に対し、 「求められたことがある」は九一五社、およそ二 ・四倍になる。恐らくこの数字は今後増えていくと考えられる。　
さらに、 「どこから準拠を求め
られているのか というと、海外が多いのではと推測して たがそうではなく、八割以上が国内の顧客（納入先）から準拠を求めれていると回答し 。さらに、「顧客 （納入先） から自社の取引 （調達）先にも準拠させるように求められたことがある」と、大企業で二八 ・ 三％、中小企業で一六 ・ 五％が回答した。　
これらの調査結果から、サプラ
イチェーンにおいて、このような求めている、求められているとう関係性が浮かび上がる 数字上では日本企業は受け身、特に中小企業はそうであるということが明らかである。
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繰り返しになるが、 府が指導原則にコミットしている、企業に対して人権尊重の期待を持っているということを明らかにすることができる点である。企業 とっては、政府がビジネス 人権に関するコミットメントおよび方針を示すことによって、レベル ・ プレイング ・フィールドの形成が促され というのが最大の利点になる。そして、ＮＡＰの策定は、様々な関係者を関与させるこ によって、政府、企業、市民社会組織、それから労働組合等の関係者間の信頼醸成のために建設的な機会が生まれるというメリットがある。　
英国、オランダ、デンマークの




















報がないから判断しないし、行動しない。企業は、消費者も求めてないし、政府からの規制が からやらない。政府も、企業からの要請が 消費者 の要請がないから何も動かない。 こ 「三すくみ」から前に進むために、指導原則は、共通の言語として、政府、企業、そして市民社会が活用できると考える。　
指導原則にもとづき、ビジネス
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